
名張市を取り巻く３つの環境変化
　人口減少や少子高齢化、物価高騰などにより、暮らしを取り巻く環境は大きな転
換期を迎えています。地域の担い手確保や公共交通・インフラの維持などの課題に
対応し、次世代へ希望をつなぐ持続可能なまちづくりを進めることが求められます。

なぜ、固定資産税の税率を見直さなければならないのか？

市の人口は 2000 年の 8.3 万人をピークに
減少し、2050 年には約 5 万人、高齢化率は
45.6％となる見込みです。生産年齢人口や年少
人口の減少は、税収だけでなく、地域活動、産業、
医療・福祉、子育て・教育の担い手不足につな
がります。人口構造の大きな変化を前提に、ま
ちの機能を維持していく視点が必要です。

人口減少・少子高齢化の加速

由
変化１

理

人口減少や少子高齢化に伴い、市税収入などの減
少が見込まれます。さらに、社会保障費やインフラ
更新費の増大、物価高騰・金利上昇など不安定な影
響も伴い、歳入が伸びにくく歳出が増える「収支ギ
ャップ」は、今後さらに拡大していく見通しです。

収支ギャップの拡大変化 2

公共施設の約半数が築 30年以上となり、社会保障費に必
要な一般財源も 20 年間で約 3.4 倍に増加しています。子
育て支援、医療体制、ごみ処理広域化、公共交通などの課
題がある中、将来も必要な公共サービスを安定して提供で
きるよう、施設やサービスのあり方の検討が必要です。

膨らむ行政課題変化 3

市財政の収支不足 4つの要因
なぜ、名張市の財政は厳しいままなのか？

市町村合併による国の財源措置がない
市町村合併をせず、国から財源の優遇措置を受けられな

かった名張市ですが、都市計画税は賦課せずに、市債（借金）
や基金（貯金）の活用で道路などのインフラ整備を進めて
きました。その結果、現在は市債の返済が重い財政負担と
なっていて、市の基金も十分でありません。

福祉などの社会保障費が増大
高齢化が全国より早く進行していて、福祉などの社会保

障費が増大。令和 6年度の 82 億円から令和 12 年度には
92 億円になる見込みです。市民生活に不可欠な経費です
が、右肩上がりの増加は財政を強く圧迫しています。

公共施設などを集中整備
人口急増に伴い、昭和後半から平成前半に集中

整備した施設が老朽化。クリーンセンターや学校、
斎場、上下水道などの更新が急務となっています。

類似団体より税収が少ない
都市計画税などの目的税を賦課してこなかった

名張市は、住民 1人当たりの市税額が、人口など
の類似団体より約 4.5 万円低くなっています（令
和 6年度）。人口減少で税収減も避けられません。

市財政の収支不足には、これまで歩んできたまちづくりに
由来する、4つの根本的な原因があります。

 行政・デジタル改革推進室  63‐7302

 財政経営室  63‐7403

市の財政状況を市HPで
詳しく解説しています
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名張市の人口
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次世代へつなぐ
名張市をめざして
～固定資産税の税率見直しについて～て～

名張市長  北川 裕之

https://youtu.be/nv-ukC8pf5w?si=JcTl3CnL4BMGupiT
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　　   　　創る着実な投資
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A
【固定資産税の税率見直し】
10の疑問にお答えします

“暮らしやすさと幸福が実感できるまち”をめざし、持続可能な行政運営
をするため、固定資産税の標準税率に 0.3％上乗せする税率の見直しを、
令和９年度より実施したいと考えています。

＆Q

Q５
いつまでこの税率が続く？

市の構造的な収支不足を踏まえ、短期間での措置で
はなく、将来にわたり安定した財政基盤を確保するた
めの見直しと考えています。一方で、毎年の財政状況
などを確認し、5年ごとに社会経済情勢なども含めて
検証し、必要に応じて税率のあり方を見直します。

期限は設けず、5年ごとに検証

Q６
他市の負担と比べると？

全国の類似団体（人口などがよく似た自治体）79
市のうち 58 市が、道路、公園、下水道などの整備に
使う目的税として「都市計画税」を導入しています。

一方、本市は「都市計画税」などを導入せず、行財
政改革に取り組みながら、市債（借金）や基金（貯金）
によりインフラ整備することで、市税負担を抑えてき
ました。こうした中、他市と同様の持続可能な行政基
盤を整えるために、税率を見直そうとしています。

　類似団体の7割が都市計画税などを導入

Q８
確保した財源は何に使う？

将来にわたる健全な財政基盤の土台を構築しなが
ら、中学校給食の実施をはじめ、子育て・教育環境の
充実や生活交通網の維持・再編、医療や防災対策、地
域経済の活性化など、「市民の暮らしを守り、未来を
創るための投資」を進めます。その使途や成果につい
ては、今後、広報紙や市HPなどで公表していきます。

また、公共施設の更新などに必要な財源とする基金
（貯金）への計画的な積立ができるようになり、施設
整備に必要な市債（借金）を抑えていくことで、将来
世代の負担の軽減につなげます。

中学校給食など、未来を創る施策に投資

Q９
行政をスリム化すべきでは？

限られた財源で持続可能なまちづくりを行うため
に、「あったほうがいい」から「絶対に必要」な事業
へと優先順位を転換し、選択と集中を進めます。

一方、人件費や物件費（委託料、賃借料、光熱水費
など）は類似団体と比べ低い水準となっています。さ
らなる歳出削減は市民生活への影響も懸念されるた
め、安定した歳入確保が必要です。

選択と集中を進め、人口減少に適応

Q７
税額はどれほど増える？

固定資産税は、土地や家屋、償却資産の評価額で異
なりますが、今回の見直しにより、今年度の固定資産
税額の約2割増となります。税額の試算例は市ホーム
ページでもご覧いただけます。例えば、課税額5万円
以下の世帯（市内納税者全体の約７割／平均年税額2.7
万円）を想定したモデルケースでは、土地・家屋合わ
せて年間約６千円弱の増加となります。

今年度の固定資産税額の約2割増

Q10
市民説明会の内容は？

市長などが出席し、財政状況の推移や見直しの必要
性、確保した財源の活用方針などについて、ご説明し
ます。税負担や暮らしへの影響、人口減少へのご懸念
など、さまざまな視点から現状を共有し、ご意見をお
伺いします。
市ホームページでは、説明会資料のほか、会場での

主な質疑と市の回答を公開します。

現状を共有し、ご意見をお伺いします

Q１
なぜ、いま税率見直しが必要？

「収支ギャップ」の拡大で、毎年 6億～ 11億円程度
の構造的な収支不足が見込まれる中、市の貯金である
「財政調整基金」は令和 10年度に枯渇し、市民サービ
スの大幅な見直しを迫られる危機的な状況です。

今回の見直しは、財源を補うだけでなく、道路・公
共施設などのインフラ整備や、子育て・医療といった
未来への投資を安定して進め、次世代に負担を先送り
しないための土台づくりを行うためのものです。

将来の市民生活を守ります

Q２
もっと節約できないの？

平成 14年以降、行財政改革を重ね、令和 5年度ま
でに約238億円の効果を積み上げてきました。

令和 6年 11 月には「なばり新時代の大改革宣言」
を行い、行財政改革プランを新たに策定。令和 7年度
には約 5.2 億円、令和 8年度には約 3.2 億円の歳入確
保と歳出削減効果額を当初予算に反映しています。こ
うした行財政改革の取組は、今後も継続していきます。

行財政改革と財源確保を合わせて進めます

Q３
人口流出が進むのでは？

定住や転入には、税負担だけでなく、子育て支援や
教育、医療、インフラ、就労など、暮らしを支える環
境が総合的に関わるものと考えます。今回の見直しで、
これらの基盤を安定して維持し、「住み続けたい」「住
んでみたい」まちづくりにつなげます。（関連Q8）。

暮らしの基盤を守り、住み続けたいまちへ

Q４
上乗せ「0.3%」の根拠は？

中期財政試算（５月時点）で、令和 9年度以降、行
財政改革の追加取組（1.4 億円～ 2.9 億円）を進めて
もなお、毎年 6億円～ 11 億円程度の収支不足が見込
まれます。今回、0.3％の税率上乗せをお願いし、約
8.2 億円の財源を確保することで、健全な財政基盤の
土台を固めるとともに、公共施設の維持更新や子育て・
教育・医療・防災など将来への投資を進めます。

安定した財政運営に向けて設定した水準

つつじが丘市民センター

防災センター

梅が丘市民センター

錦生市民センター

蔵持市民センター

美旗市民センター

名張市民センター

薦原市民センター

くにつふるさと館

箕曲市民センター

赤目市民センター

すずらん台市民センター

比奈知市民センター

桔 が丘市民センター

百合が丘市民センター

7月 19日日 10:00 ～

7月 20日 月・祝 10:00 ～

7月 20日 月・祝 14:00 ～

7月 22日水 18:00 ～

7月 29日水 18:00 ～

8月  1  日土 10:00 ～

8月  1  日土 14:00 ～

8月  2  日日 10:00 ～

8月  2  日日 14:00 ～

8月  2  日日 18:00 ～

8月  7  日金 18:00 ～

8月  8  日土 10:00 ～

8月  8  日土 14:00 ～

8月  9  日日 10:00 ～

8月  9  日日 14:00 ～

※いずれの会場も開催時間は 2時間となります。
　住所に関わらず、どの会場でもご参加いただけます。

ご参加ください！市民説明会

 行政・デジタル改革推進室  63‐7302　　財政経営室  63‐7403
詳細は
市HPで

　　　会　　場　　　　　　　 　日　　時

まちの賑わいとまちの賑わいと
元気の創出元気の創出

若者活躍／移住定住 など

創

若者若者・・子育て世代に子育て世代に
選ばれるまちづくり選ばれるまちづくり
子育て支援／教育

安安心・心・安全安全・・快適な快適な
暮らしの確保暮らしの確保
交通／医療／防災 など

地域経済の活性化と地域経済の活性化と
就労の場づくり就労の場づくり
起業・創業／観光 など

変化に対応変化に対応・・挑戦して挑戦して
いくための基盤づくりいくための基盤づくり
DX推進／公民連携 など

http://www.city.nabari.lg.jp/s003/110/010/100/500/501/20260525185527.html

